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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第45期

第１四半期連結
累計期間

第46期
第１四半期連結
累計期間

第45期

会計期間

自平成28年
　４月１日
至平成28年
　６月30日

自平成29年
　４月１日
至平成29年
　６月30日

自平成28年
　４月１日
至平成29年
　３月31日

売上高 （百万円） 17,212 17,331 70,929

経常利益 （百万円） 1,156 1,034 4,892

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（百万円） 819 737 3,050

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 829 1,123 3,114

純資産額 （百万円） 44,231 46,826 46,140

総資産額 （百万円） 56,755 60,828 61,589

１株当たり四半期（当期）純利益金

額
（円） 26.58 23.92 98.94

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 77.8 76.7 74.6

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

なお、当第１四半期連結会計期間より報告セグメントを変更しております。従来「モスバーガー事業」に含まれて

おりました「モスクラシック」に係る事業を「その他飲食事業」に移行しております。詳細は、「第４ 経理の状況

１ 四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）セグメント情報」の「Ⅱ当第１四半期連結累計期間 ２.報告

セグメントの変更等に関する事項」をご参照ください。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生したリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1) 業績の状況

　当第１四半期連結累計期間の連結業績は、売上高が173億31百万円（前年同四半期比0.7％増）、営業利益9億79

百万円（同14.2％減）、経常利益10億34百万円（同10.5％減）となり、最終損益は固定資産売却益45百万円、固定

資産除却損9百万円、減損損失70百万円等を計上した結果、親会社株主に帰属する四半期純利益7億37百万円（同

10.0％減）となりました。

　外食を取り巻く環境は、業界の垣根を越えた競争の激化、人手不足や人件費の上昇、物流費の高騰など今後も厳

しい状況が予想されます。

　当社グループでは、長期経営目標「日本発のフードサービスグループとして世界ブランドになる」の実現を目指

し、前連結会計年度より「中期経営計画（2016－2018）」を始動しております。モスバーガー事業のうち、国内に

おいては、「既存店売上高101％を達成し続ける」を戦略ミッションに掲げ、モスの価値観（経営理念・創業の

心）を共有した本部と加盟店の強い絆を基盤として、地域密着型で上質な価値を提供するモス型ＦＣシステムを更

に磨きあげます。そして、本部・加盟店の利益体質を強化するとともに、モスバーガーブランドを盤石にしてまい

ります。海外においては、「400店舗を目指し、成長エンジンとなる」を戦略ミッションに、日本の食文化の価値

を強みとしてグローバル展開の基礎を確立してまいります。そして、その他飲食事業においては、「第2の柱をＦ

Ｃ展開する」を戦略ミッションに、モスグループの経営ビジョンに適合した、モスバーガーに次いで中核となり得

る新ブランドを確立してまいります。

 

　セグメントの業績は次のとおりであります。

　当第１四半期連結会計期間より報告セグメントを変更しております。従来「モスバーガー事業」に含まれており

ました「モスクラシック」に係る事業を「その他飲食事業」に移行しております。この変更は、「モスクラシッ

ク」に係る事業を「その他飲食事業」に含めて一元化して運営、管理することとした組織変更に伴うものでありま

す。

　以下の前年同期比較につきましては、前年同期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較してお

ります。

 

＜モスバーガー事業＞

　当社グループの基幹事業であるモスバーガー事業のうち、国内モスバーガー事業においては、中期戦略ミッショ

ンを達成すべく、主として、以下の施策を展開いたしました。

①期間限定商品の投入と定番商品の磨き上げ

当第１四半期連結会計期間においては、昨年同時期に販売し好評をいただいた「クリームチーズテリヤキ

バーガー」の復活に加え、「アボカドサラダバーガー」、「アボカドチリバーガー」などを期間限定で販売いた

しました。いずれも野菜をふんだんに使用した商品で、女性を中心に多くのお客さまのご支持をいただきまし

た。また、国産肉を100％使用した「とびきりハンバーグサンド」群のソース刷新、バンズ（パン）の代わりに

レタスで具材をはさんだ「モスの菜摘」の定番化なども同時に進めました。そして、平成28年にリニューアル

し、従来品に比べ約25％の塩分を減らした「和風ドレッシング〈減塩タイプ〉」が日本高血圧学会減塩委員会の

主催する「JSH減塩食品アワード」にて金賞を受賞いたしました。今後も「医食同源」という創業来大切にして

いる考え方のもと、バランスのとれたメニュー提案を行ってまいります。

②新ＰＯＳシステムの導入による利便性の向上

　当第１四半期連結会計期間において、モスバーガー全店に新ＰＯＳシステムを6年ぶりに導入いたしました。

新ＰＯＳシステムには、電子マネー決済とクレジットカード決済のマルチ決済端末を搭載し、5月には楽天Ｅｄ

ｙへの対応をスタートいたしました。7月には交通系カード、年度内にクレジットカード決済への対応を行うこ

とで今後も国内外のお客さまの利便性向上に努めてまいります。
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③新たな利用シーンの提案

　当第１四半期連結会計期間において、ビールやおつまみなどを取り扱う「モスバル」店舗を19店舗から170店

舗へと拡大いたしました。また、店舗で待つことなく商品を受け取ることが出来る「モスのネット注文」にも更

なる特典を付与するなど、利用促進に向けたＰＲにも注力いたしました。

 

　国内モスバーガー事業の店舗数につきましては、当第１四半期連結累計期間においては出店2店舗に対し閉店は

10店舗で、当第１四半期末の店舗数は1,354店舗（前連結会計年度末比8店舗減）となりました。

　海外モスバーガーにおいては、既出店国地域ごとにきめ細やかなマーケティングを実施し、様々なトライアルの

検証、改善とＰＤＣＡサイクルを回すことで、グローバル展開の基礎の確立に取り組んでおります。

　台湾においては、熊本地震の復興支援として、熊本県産のトマトを使用した「蒟蒻ドリンク（熊本産トマト）」

を販売し、好評を得ています。

　店舗数につきましては、台湾248店舗（前連結会計年度末比1店舗増）、シンガポール29店舗（同増減なし）、香

港19店舗（同1店舗増）、タイ6店舗（同1店舗増）、インドネシア2店舗（同増減なし）、中国（福建省・江蘇省・

上海市・広東省）15店舗（同増減なし）、オーストラリア6店舗（同増減なし）、韓国14店舗（同増減なし）とな

り、海外全体の当第１四半期末店舗数は339店舗（同3店舗増）となりました。

　以上の事業活動の結果、モスバーガー事業の売上高は164億35百万円（前年同四半期比1.4％増）、営業利益16億

24百万円（前年同四半期比4.6％減）となりました。

 

＜その他飲食事業＞

　各業態の当第１四半期末店舗数は、マザーリーフ業態合計で27店舗、「ミアクッチーナ」事業2店舗、株式会社

ダスキンとのコラボレーションショップ「モスド」事業2店舗（※）、「モスクラシック」事業1店舗、「四季の旬

菜料理あえん」事業7店舗、「シェフズブイ」および「グリーングリル」事業は合計で4店舗となり、その他飲食事

業の合計で、42店舗（同増減なし）です。

（※）「モスド関西国際空港ショップ」は株式会社ダスキンによる運営のため、その他飲食事業合計店舗数にはカ

ウントしておりません。

　その他飲食事業において、日本航空株式会社とモスバーガーとのコラボレーション機内食「AIR MOS 焼肉ライス

バーガー」をJAL国際線欧米豪路線にて、この6月より提供しております。なじみの味に加え、お客さまご自身にハ

ンバーガーを組み立てていただくという設計が、大変好評を得ています。毎年オリジナルの商品をご用意し、今年

で7年目を迎えます。

　これらによるその他飲食事業の売上高は7億16百万円（前年同四半期比14.3％減）、営業損失は1億70百万円（前

年同四半期比17百万円の損失増）となりました。

 

＜その他の事業＞

　連結子会社の株式会社エム・エイチ・エスおよび株式会社モスクレジットは、おもにモスバーガー事業やその他

飲食事業を、衛生、金融、保険、設備レンタル面で支援しております。

これらによるその他の事業の売上高は1億80百万円（前年同四半期比3.1％増）、営業利益は34百万円（前年同

四半期比63.5％減）となりました。

 

(2) 財政状態の分析

（資産）

 当第１四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ7億60百万円減少し、608億28百万円となり

ました。流動資産は前連結会計年度末に比べ12億49百万円減少し、固定資産は4億88百万円増加しております。流

動資産が減少した主な理由は、短期の資産運用の減少により有価証券が減少したためであります。固定資産が増加

した主な理由は、公社債の購入により投資有価証券が増加したためであります。

（負債）

当第１四半期連結会計期間末の負債合計は前連結会計年度末に比べ14億46百万円減少し、140億2百万円となりま

した。この減少の主な理由は、納税により未払法人税等が減少したためであります。

（純資産）

当第１四半期連結会計期間末の純資産合計は前連結会計年度末に比べ6億86百万円増加し、468億26百万円となり

ました。その結果、自己資本比率は前連結会計年度末74.6％から当第１四半期連結会計期間末は76.7％と2.1％増

加しております。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第3号に掲げる事項）は次のとおりであります。

当社は、株式の大量取得行為であっても、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであれば、これ

を一概に否定するものではありません。しかしながら、株主の大量取得行為が行われるにあたっては、当社の企業

価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。とくに、当社が企業価値ひいては株主共同の利益を確

保・向上させていくためには、

①お客様、フランチャイジー、お取引先様をはじめとするステークホルダーの皆様との間で、「人間貢献」・

「社会貢献」という経営理念、「食を通じて人を幸せにする」という企業目標、お客様のみならず地域の皆様

から「感謝される仕事をしよう」という基本方針を深く共有し続けること

②かかる理念等の共有による信頼関係の上に構築されるブランド価値を更に向上させていくこと

上記二点が必要不可欠であり、これらが当社の株式の買付等を行う者により中長期的に確保され、向上させられ

るのでなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになります。

当社としては、このような当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さない大量取得行為を行う者は、当社の

財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量取得行為に関しては、必要

かつ相当な手段を採ることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。な

お、当社は、平成18年６月より「当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）」を導入しておりました

が、平成22年５月10日開催の取締役会において、かかる買収防衛策を継続しないことを決議し、現在具体的な買収

防衛策を導入しておりません。

もっとも、当社は、当社株式の大量取得行為を行うとする者に対しては、当該買付けに関する情報の開示を積極

的に求め、当社取締役会の判断、意見等とともに公表するなどして、株主の皆様が当該買付けについて適切な判断

を行うための情報の確保に努めるとともに、その判断のために必要となる必要な時間を確保するように努めるな

ど、会社法その他関係法令の許容する範囲内において、適切な措置を講じる所存であります。

また、当社は定款において、買収防衛策の基本方針を株主総会の決議により定めることができる旨を規定してお

ります。従って、今後、経営環境の変化その他の状況に応じて、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上す

るためには買収防衛策が必要と判断した場合には、当該規定に基づき所要の手続きを経た上で、買収防衛策を再導

入することを検討いたします。

 

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は5百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 101,610,000

計 101,610,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

 普通株式 32,009,910 32,009,910
東京証券取引所

 市場第一部

単元株式数

100株

計 32,009,910 32,009,910 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
 総数残高

（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
 増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成29年４月１日～

平成29年６月30日
－ 32,009,910 － 11,412 － 11,100

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成29年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成29年６月30日現在
 

区　　分 株式数（株） 議決権の数（個） 内　　容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　 　807,600
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　31,164,700 311,647 －

単元未満株式 普通株式　　　37,610 － －

発行済株式総数 32,009,910 － －

総株主の議決権 － 311,647 －

　（注）１．上記「完全議決権株式（自己株式等）」のほか、連結財務諸表及び財務諸表に自己株式として認識している

株式付与ＥＳＯＰ信託口保有の当社株式が48,300株、役員報酬ＢＩＰ信託口保有の当社株式が10,700株ありま

す。なお、当該株式数は、「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれております。

　　　　２．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株含まれておりま

す。また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数40個が含まれておりま

す。

　　　　３．「単元未満株式」欄の普通株式には、自己保有株式30株、株式付与ＥＳＯＰ信託口が保有する当社株式61株

が含まれております

 

 

②【自己株式等】

平成29年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社モスフードサー

ビス

東京都品川区大崎二

丁目１番１号
807,600 － 807,600 2.52

計 － 807,600 － 807,600 2.52

　（注）上記には、株式付与ＥＳＯＰ信託口及び役員報酬ＢＩＰ信託口が保有する当社株式は含まれておりません。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．金額の表示単位の変更について

当社の四半期連結財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載しておりまし

たが、当第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結累計期間より百万円単位をもって記載することに変更しまし

た。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 10,303 10,635

受取手形及び売掛金 4,346 4,130

有価証券 2,300 1,000

商品及び製品 2,749 2,897

原材料及び貯蔵品 313 300

繰延税金資産 292 167

その他 921 846

貸倒引当金 △5 △5

流動資産合計 21,222 19,973

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 9,094 9,013

減価償却累計額 △5,375 △5,405

建物及び構築物（純額） 3,718 3,608

機械装置及び運搬具 189 194

減価償却累計額 △106 △113

機械装置及び運搬具（純額） 83 80

工具、器具及び備品 8,367 8,354

減価償却累計額 △3,565 △3,744

工具、器具及び備品（純額） 4,802 4,609

土地 1,296 1,250

建設仮勘定 27 63

有形固定資産合計 9,927 9,612

無形固定資産   

その他 2,159 2,057

無形固定資産合計 2,159 2,057

投資その他の資産   

投資有価証券 18,336 19,359

長期貸付金 1,251 1,255

差入保証金 4,914 4,843

繰延税金資産 55 57

その他 3,822 3,748

貸倒引当金 △66 △62

投資損失引当金 △34 △16

投資その他の資産合計 28,279 29,184

固定資産合計 40,366 40,854

資産合計 61,589 60,828
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,857 4,088

短期借入金 416 650

未払法人税等 1,103 270

賞与引当金 461 225

ポイント引当金 41 38

資産除去債務 26 34

その他 4,788 4,028

流動負債合計 10,694 9,336

固定負債   

長期借入金 1,900 1,805

繰延税金負債 222 258

役員株式給付引当金 7 9

株式給付引当金 48 57

退職給付に係る負債 394 401

資産除去債務 209 194

その他 1,971 1,938

固定負債合計 4,754 4,665

負債合計 15,448 14,002

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,412 11,412

資本剰余金 11,115 11,115

利益剰余金 23,587 23,888

自己株式 △1,708 △1,708

株主資本合計 44,407 44,708

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,208 1,541

為替換算調整勘定 348 395

退職給付に係る調整累計額 4 3

その他の包括利益累計額合計 1,561 1,940

非支配株主持分 171 177

純資産合計 46,140 46,826

負債純資産合計 61,589 60,828
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

売上高 17,212 17,331

売上原価 8,269 8,469

売上総利益 8,942 8,862

販売費及び一般管理費 7,800 7,882

営業利益 1,142 979

営業外収益   

受取利息 27 35

受取配当金 26 27

設備賃貸料 68 48

雑収入 64 67

営業外収益合計 186 179

営業外費用   

支払利息 8 5

設備賃貸費用 71 57

持分法による投資損失 39 40

雑支出 53 20

営業外費用合計 173 123

経常利益 1,156 1,034

特別利益   

固定資産売却益 106 45

その他 5 －

特別利益合計 112 45

特別損失   

固定資産除却損 10 9

減損損失 45 70

投資有価証券評価損 － 7

投資損失引当金繰入額 2 1

特別損失合計 58 88

税金等調整前四半期純利益 1,209 991

法人税、住民税及び事業税 306 236

法人税等調整額 83 14

法人税等合計 389 251

四半期純利益 819 739

非支配株主に帰属する四半期純利益 0 2

親会社株主に帰属する四半期純利益 819 737
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

四半期純利益 819 739

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 142 333

為替換算調整勘定 △67 5

退職給付に係る調整額 21 △1

持分法適用会社に対する持分相当額 △86 46

その他の包括利益合計 10 383

四半期包括利益 829 1,123

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 833 1,116

非支配株主に係る四半期包括利益 △3 6
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【注記事項】

（追加情報）

（株式付与ＥＳＯＰ信託について）

従業員に中期経営計画への参画意識を持たせ、中長期的な業績向上や株価上昇に対する意欲や士気の高揚を図る

ことにより、堅実な成長と中長期的な企業価値の増大を促すことを目的として、当社及び当社グループ従業員(以下

「従業員」という)を対象とした従業員インセンティブ・プラン「株式付与ＥＳＯＰ信託」を導入しております。

１．取引の概要

本制度では、株式付与ＥＳＯＰ(Employee Stock Ownership Plan)信託(以下、「ＥＳＯＰ信託」)と称さ

れる仕組みを採用しております。ＥＳＯＰ信託とは、米国のＥＳＯＰ制度を参考にした従業員インセンティ

ブ・プランであり、ＥＳＯＰ信託が取得した当社株式を、予め定める株式交付規程に基づき、一定の要件を

充足する従業員に交付するものであります。なお、当該信託が取得する当社株式の取得資金は全額当社が拠

出するため、従業員の負担はありません。

ＥＳＯＰ信託の導入により、従業員は当社株式の株価上昇による経済的な利益を収受することができるた

め、株価を意識した従業員の業務遂行を促すとともに、従業員の勤労意欲を高める効果が期待できます。ま

た、ＥＳＯＰ信託の信託財産に属する当社株式に係る議決権行使は、受益者候補である従業員の意思が反映

される仕組みであり、従業員の経営参画を促す企業価値向上プランとして有効であります。

２．信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）により純資産の部に自己株

式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度144百万円、48千株、

当第１四半期連結会計期間144百万円、48千株であります。

 

（役員報酬ＢＩＰ信託について）

当社取締役を対象に、当社の中長期的な業績の向上と企業価値の増大への貢献意識を高めることを目的として、

「役員報酬ＢＩＰ信託」制度を導入しております。

１．取引の概要

本制度としては、役員報酬ＢＩＰ（Board Incentive Plan）信託（以下「ＢＩＰ信託」という）と称され

る仕組みを採用しております。ＢＩＰ信託とは、米国の業績連動型の株式報酬（Performance Share）制度

及び譲渡制限付株式報酬（Restricted Stock）制度を参考にした役員に対するインセンティブ・プランであ

り、役位および業績目標の達成度等に応じて取締役にＢＩＰ信託により取得した当社株式を交付するもので

あります。

当社は、取締役のうち一定の要件を充足する者を受益者として、当社株式の取得資金を拠出することによ

り信託を設定しております。当該信託は予め定める株式交付規程に基づき取締役に交付すると見込まれる数

の当社株式を、当社(自己株式処分)または株式市場から取得しております。

当社は株式交付規程に従い、取締役に対し各事業年度の役位および中期経営計画で掲げる業績目標の達成

度に応じてポイントを付与し、原則として、取締役退任時に累積ポイントに相当する当社株式を当該信託を

通じて無償で交付いたします。

２．信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）により純資産の部に自己株

式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度32百万円、10千株、当

第１四半期連結会計期間32百万円、10千株であります。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

減価償却費 453百万円 557百万円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日

定時株主総会
普通株式 404 13 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金

 
 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月28日

定時株主総会
普通株式 436 14 平成29年３月31日 平成29年６月29日 利益剰余金

(注)平成29年6月28日取締役会による配当金の総額には、株式付与ＥＳＯＰ信託及び役員報酬ＢＩＰ信託が保有

する当社の株式に対する配当金0百万円が含まれております。

EDINET提出書類

株式会社モスフードサービス(E02675)

四半期報告書

14/18



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年６月30日）

１.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額
(注)1

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)2

 
モスバー
ガー事業

その他飲食
事業

その他の事
業

計

売　　上　　高       

(1) 外部顧客に対する売上高 16,201 836 174 17,212 － 17,212

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高
40 0 286 327 △327 －

計 16,241 836 461 17,539 △327 17,212

セグメント利益又は損失（△） 1,703 △153 93 1,643 △501 1,142

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△501百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△

502百万円を含んでおります。全社費用の主なものは、提出会社の経営企画・経理部門等の経営管理に係る

部門の費用であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年６月30日）

１.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額
(注)1

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)2

 
モスバー
ガー事業

その他飲食
事業

その他の事
業

計

売　　上　　高       

(1) 外部顧客に対する売上高 16,435 716 180 17,331 － 17,331

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高
23 － 294 317 △317 －

計 16,458 716 474 17,648 △317 17,331

セグメント利益又は損失（△） 1,624 △170 34 1,488 △508 979

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△508百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△

511百万円を含んでおります。全社費用の主なものは、提出会社の経営企画・経理部門等の経営管理に係る

部門の費用であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２.報告セグメントの変更等に関する事項

　当第１四半期連結会計期間より報告セグメントを変更しております。従来「モスバーガー事業」に含まれておりま

した「モスクラシック」に係る事業を「その他飲食事業」に移行しております。この変更は、「モスクラシック」に

係る事業を「その他飲食事業」に含めて一元化して運営、管理することとした組織変更に伴うものであります。

　なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、事業区分変更後の報告セグメントの区分に基づき作成した

ものを開示しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 26円58銭 23円92銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
819 737

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額（百万円）
819 737

普通株式の期中平均株式数（千株） 30,827 30,826

注）１.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　２.「１株当たり四半期純利益金額」の算定上、株主資本において自己株式として計上されている株式付与ＥＳＯＰ

信託及び役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式を期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めており

ます（当第１四半期連結累計期間58千株）。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

平成29年８月10日

株式会社モスフードサービス

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 永井　　勝　　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 渡辺　雄一　　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社モスフードサービスの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四

半期連結会計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成

29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠
して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結
財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比
べて限定された手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般
に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社モスフードサービス及び
連結子会社の平成29年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経
営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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